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　 証券コード　7885
　 平成23年６月８日

株 主 各 位 　

　 長 野 県 上 伊 那 郡 宮 田 村 1 3 7 番 地

　 代表取締役社長 鷹 野 　 準

第58期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第58期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成23年６月28日（火曜日）
午後４時50分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成23年６月29日（水曜日）午前10時
２．場 所 長野県伊那市西春近下河原5331番地
　 　 当社伊那工場第３会議室
　 　 （末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
３．目 的 事 項 　
　 報 告 事 項 １．第58期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

　 　 ２．第58期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）計
算書類報告の件

　 決 議 事 項 　
　 第１号議案 定款一部変更の件
　 第２号議案 取締役９名選任の件
　 第３号議案 監査役３名選任の件
　 第４号議案 役員賞与支給の件
　 第５号議案 退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修

正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.takano-net.co.jp/ir/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）
　

事　 業　 報　 告

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

　

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、中国をはじめとするアジア圏の

経済回復にともなう輸出、生産の持ち直しにより、企業業績も改善し、景

気全般としては回復基調に推移いたしましたが、円高の進行、厳しい雇用

情勢等、先行きの懸念もあり、本格的な回復には至りませんでした。

加えて、当年度末に発生した東日本大震災の国内経済に対する影響はは

かり知れず、景気の先行きをより不透明にすることとなりました。

当社グループの主力製品が関係するオフィス家具業界におきましては、

前年度、世界的な金融市場の混乱により大幅に落ち込んだオフィス家具需

要は、首都圏におけるオフィスビル建築の増加等も後押しし、回復基調に

推移いたしました。

また、当社グループのもう一つの主力製品である検査計測装置に関連す

る液晶をはじめとするＦＰＤ（フラット・パネル・ディスプレイ）製造装

置業界におきましても、前年度大幅に落ち込んだＦＰＤ製造装置需要は世

界的な液晶テレビ需要の拡大にあわせ、増加傾向に推移いたしました。

このような環境のもと、当社グループは「危機を克服し、新たな成長を

拓く」をスローガンとし、中期経営計画に掲げる「既存事業分野での確実

な利益確保を行える体制づくり」、「新規事業領域での事業育成強化」、

「グローバル化への対応」を進めるべく、内外製区分の見直しや製品設計

等の標準化を通じたコストダウン活動、新エネルギー関連分野向けの積極

的な営業活動、新規事業開発部門の組織体制の強化および中国向け需要を

取り込むための営業体制の拡充などに取り組んでまいりました。

その結果、住生活関連機器事業におけるオフィス用椅子、検査計測機器

事業における検査計測装置、産業機器事業における電磁アクチュエータの
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販売の増加等により、当連結会計年度の売上高は17,203百万円で、前連結

会計年度比3,204百万円、22.9％の増収となりました。

利益面につきましては、原価管理の徹底を行うとともに、業務プロセス

の見直しや経費削減による固定費の削減等の積極的な合理化を進めたこと

等により営業利益712百万円（前連結会計年度は営業損失816百万円）、経

常利益772百万円（前連結会計年度は経常損失679百万円）、当期純利益907

百万円（前連結会計年度は当期純損失820百万円）となりました。

 

事業区分別の概況は次のとおりであります。

　事業区分別の概況につきましては、前連結会計年度まで「ＯＥＭ事業」、

「エレクトロニクス関連事業」、「その他の事業」の３区分としておりま

したが、当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」

（企業会計基準第17号　平成21年３月27日）および「セグメント情報等の

開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用したことにともない、「住生活関連機器事業」、「検

査計測機器事業」、「産業機器事業」、「エクステリア事業」、「その他」

の５区分に変更しております。

　なお、前連結会計年度の事業区分別の概況につきましては、変更後の区

分に組替を行い、表示しております。　

［事業区分別売上高］

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

事　業

第 57 期
（前連結会計年度）

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

第 58 期
（当連結会計年度）
自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

前連結会計年度比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

住 生 活 関 連 機 器 6,089 43.5％ 7,098 41.3％ 1,008 16.6％

検 査 計 測 機 器 4,648 33.2 6,114 35.5 1,465 31.5

産 業 機 器 987 7.1 1,525 8.9 537 54.4

エ ク ス テ リ ア 630 4.5 737 4.3 107 17.0

そ の 他 1,642 11.7 1,727 10.0 84 5.2

合　　　計 13,999 100.0 17,203 100.0 3,204 22.9
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［住生活関連機器事業］

当事業区分は、当社、連結子会社上海鷹野商貿有限公司で構成され、主

にオフィス用、福祉・医療施設用の椅子等の製造販売を行っております。

当事業においては、国内および中国オフィス家具市場向け新製品開発を

積極化するとともに、内外製区分の見直し、部品共通化等を含めた設計の

見直し、海外調達の強化等のコストダウンを積極的に進めました。また、

医療・福祉向け製品の新製品開発体制・販売体制の強化を図りました。

この結果、オフィス家具需要の回復にあわせ販売は拡大し、売上高は

7,098百万円で前連結会計年度比1,008百万円、16.6％の増収となりました

が、販売価格の低下、資材価格の高騰等の影響を受け、セグメント損失は

21百万円（前連結会計年度は87百万円のセグメント利益）となりました。

［検査計測機器事業］

　当事業区分は、当社、連結子会社タカノ機械㈱、台湾鷹野股份有限公司

およびTakano Korea Co.,Ltd.で構成され、主に液晶等の検査計測装置等を

製造販売しております。

　当事業においては、中国向け液晶検査装置の受注活動に注力するととも

に、太陽電池製造プロセス向け等、液晶以外の分野における検査装置の積

極的な営業・開発活動を行ってまいりました。また、前年度に引き続き、

業務プロセスの改革運動等、合理化に向けた積極的な活動を行ってまいり

ました。

　この結果、ＦＰＤ製造装置需要の回復にあわせ、売上高は6,114百万円で

前連結会計年度比1,465百万円、31.5％の増収となりました。利益面では、

業務プロセスの改革運動の効果等が顕在化したこともあり、セグメント利

益481百万円（前連結会計年度は987百万円のセグメント損失）と黒字に転

ずることができました。

［産業機器事業］

当事業区分は、当社が主に電磁アクチュエータ等を製造販売しておりま

す。

当事業においては、設備投資等の回復により金融機器・織機・半導体関

連機器向けの電磁アクチュエータの需要は好調に推移するなか、需要回復

にあわせた生産体制の構築に努めたほか、品質保証体制の見直し、医療関
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連市場および中国をはじめとするアジア地域への積極的な営業活動に取り

組んでまいりました。

この結果、売上高は1,525百万円で前連結会計年度比537百万円、54.4％

の大幅な増収となり、セグメント利益は300百万円で前連結会計年度比166

百万円、123.9％の増益となりました。

［エクステリア事業］

　当事業区分は、当社が主に跳ね上げ式門扉、カーポート、テラス、オー

ニング等のエクステリア製品を製造販売しております。

　当事業においては、夏場の気温が非常に高い状況であったことを受け、

オーニングの需要が増加傾向で推移するなか、販売体制の拡充に努めたほ

か、オーニング関連製品等の積極的な新製品開発・新商材開発に取り組ん

でまいりました。

　この結果、高速道路パーキングエリア・サービスエリア向けオーニング

の受注増等により、売上高は737百万円で前連結会計年度比107百万円、

17.0％の増収となりましたが、販売価格の低下傾向、販売体制の拡充に関

するコスト増等の要因により、セグメント損失は107百万円（前連結会計年

度はセグメント損失80百万円）となりました。

［その他］

当事業区分は、当社、株式会社ニッコーで構成されており、ユニット（ば

ね）製品の製造販売、機械・工具の販売に関する事業を含んでおります。

当事業区分全般として、企業の設備投資の回復を受け、販売は堅調に推

移し、利益面も改善を図ることができました。

この結果、売上高は1,727百万円で前連結会計年度比84百万円、5.2％の

増収となり、セグメント利益は69百万円で前連結会計年度比57百万円、

477.2％の増益となりました。

　

②　設備投資の状況

当連結会計年度において実施しました設備投資の総額は371百万円であり、

その主なものは住生活関連機器事業における製造設備・新製品金型、検査

計測機器事業におけるデモ装置等の取得、労務管理情報システムの更新等

によるものであります。
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③　資金調達の状況

当社は、運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため、取引金融機関

２行と総額5,500百万円の当座貸越契約およびコミットメントライン契約を

締結しております。

なお、上記設備投資は自己資金によっており、当連結会計年度中の特記

すべき資金調達はありません。

　

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

　

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

　

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

該当事項はありません。

　

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

区　分
第 55 期

(平成20年３月期)
第 56 期

(平成21年３月期)
第 57 期

(平成22年３月期)

第 58 期
(当連結会計年度)
(平成23年３月期)

売 上 高 22,216百万円 21,581百万円 13,999百万円 17,203百万円

経 常 損 益 668百万円 △269百万円 △679百万円 772百万円

当 期 純 損 益 401百万円 △729百万円 △820百万円 907百万円

１株当たり当期純損益 25円53銭 △46円79銭 △54円01銭 59円71銭

総 資 産 35,314百万円 31,875百万円 30,600百万円 34,540百万円

純 資 産 27,635百万円 26,233百万円 25,359百万円 26,139百万円

１株当たり純資産額 1,758円02銭 1,726円31銭 1,668円82銭 1,720円13銭

（注）　１株当たり当期純損益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当

たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

　

(3) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

　

②　重要な子会社の状況

会　社　名 資本金
当 社 の
出資比率

主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 ニ ッ コ ー 90百万円 100.0％
工具・器具および機械、エクステリア商品の
仕入販売

タカノ機械株式会社 50百万円 100.0％ 省力化機械の設計製造販売

台湾鷹野股有限公司 20百万台湾元 100.0％ 検査計測装置の販売および保守

Takano Korea Co.,Ltd. 1,000百万ウォン 100.0％ 検査計測装置の製造および販売

上海鷹野商貿有限公司 250千米ドル 100.0％ オフィス家具製品等の仕入販売
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(4) 対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、厳しい雇用情勢は続くとともに、為替の急

激な変動、資源の高騰等の影響に加え、東日本大震災にともなう一連の事故

等による経済への大きな影響は避けられず、非常に厳しい経営環境となるこ

とが予想されます。

当社グループの主力製品が関係するオフィス家具業界におきましても、首

都圏におけるオフィスビル建設は回復基調に推移するものの、企業の設備投

資意欲の減退が予測され、また、素材価格の高騰も懸念されるなど、取り巻

く環境は、なお、厳しい状況で推移するものと思われます。

また、当社グループのもう一つの主力製品である検査計測装置が関係する

液晶をはじめとするＦＰＤ（フラット・パネル・ディスプレイ）製造装置業

界におきましては、ＦＰＤ製造装置需要は微減から横ばいに推移すると思わ

れますが、装置販売価格の低下傾向は引き続くものと思われ、事業環境は厳

しさが予測されます。

このような厳しい環境下にあって、当社グループは、中期的な行動方針と

して「大胆な意識改革・構造改革を行う」、「新しいことに積極的に挑戦し、

差別化を進める」、「グローバルの視点で考え、行動する」、「ものづくり

＋αで新たな価値を創出する」を掲げ、今ある危機を克服し、新たな成長路

線を築くことを通じて企業価値の向上を目指してまいります。

　

株主の皆様のご期待に沿うべく、企業価値の向上を図るため、当社グルー

プ一丸となって業績の回復と業容の拡大に向けて邁進する所存でありますの

で、株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご指導を賜ります

ようお願い申しあげます。
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(5) 主要な事業内容（平成23年３月31日現在）

事業区分 製品分類 主　　要　　製　　品　　等

住生活関連機器事業

オフィス用椅子
事務用回転椅子、折畳椅子、会議用椅子・テーブル、

ロビー用椅子の製造販売

福祉・医療施設用椅子
健康福祉関連機器（福祉・医療施設用の椅子等）の製

造販売

検査計測機器事業 検 査 計 測 装 置

画像処理検査装置（半導体、ＬＣＤ・ＰＤＰ、太陽電

池検査装置）、原子間力顕微鏡、画像処理計測装置、

レーザー加工機の製造販売

産 業 機 器 事 業 産 業 機 器 電磁アクチュエータ、金融システム機器の製造販売

エクステリア事業 エクステリア製品
跳ね上げ式門扉、カーポート、テラス、オーニングの

製造販売

そ の 他
ユニット製品

薄板ばね、線ばね、渦巻ばね、安全靴先芯、メッシュ、

パンチ等の文具類の製造販売

工具機械装置等 工具機械装置等の仕入販売

（注）　事業区分について、前連結会計年度まで「ＯＥＭ事業」、「エレクトロニクス関連事
業」、「その他の事業」の３区分としておりましたが、当連結会計年度より「住生活関
連機器事業」、「検査計測機器事業」、「産業機器事業」、「エクステリア事業」、「そ
の他」の５区分に変更しております。

(6) 主要な営業所および工場（平成23年３月31日現在）

①　当社

事業所名 所在地 事業所名 所在地

本 社 長 野 県 横 浜 工 場 神 奈 川 県

伊 那 工 場 長 野 県 函 館 事 業 所 北 海 道

下 島 工 場 長 野 県 東 京 営 業 所 東 京 都

宮 田 工 場 長 野 県 静 岡 事 務 所 静 岡 県

南 平 工 場 長 野 県 大 阪 営 業 所 大 阪 府

松 の 原 工 場 長 野 県 台 湾 事 務 所 中 華 民 国 台 北 縣

馬 住 工 場 長 野 県 　 　
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②　子会社

会　　社　　名 所　　在　　地

株 式 会 社 ニ ッ コ ー 長 野 県

タ カ ノ 機 械 株 式 会 社 長 野 県

台 湾 鷹 野 股  有 限 公 司 中 華 民 国 台 北 縣

T a k a n o  K o r e a  C o . , L t d . 大 韓 民 国 京 畿 道

上 海 鷹 野 商 貿 有 限 公 司 中華人民共和国上海市

　

(7) 使用人の状況（平成23年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事　業　区　分 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

住生活関連機器事業 200（39）名  1名減（－名増）

検 査 計 測 機 器 事 業 200（11） 　2名増（－名増）

産 業 機 器 事 業   29（13） 　2名増（ 1名減）

エ ク ス テ リ ア 事 業 24（ 8） 　3名増（ 1名増）

そ の 他 25（18） 　2名減（ 1名減）

全 社 （ 共 通 ） 45（－） 　4名減（ 1名減）

合 計 523（89） －名増（ 2名減）

（注）１．使用人数は就業員数であり、臨時社員・季節契約社員・パートタイマーは（　）内に

年間の平均人員を外数で記載しております。

　　　２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門

に所属しているものであります。　

　

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

455（84）名 7名減（2名増） 39.8歳 16.1年

（注）　使用人数は就業員数であり、臨時社員・季節契約社員・パートタイマーは（　）内に年

間の平均人員を外数で記載しております。
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(8) 主要な借入先の状況（平成23年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 120百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 60

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 95

　（注）当社は運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため、株式会社八十二銀行と借入極度

額30億円のコミットメントライン契約を、株式会社みずほ銀行と借入極度額25億円のコ

ミットメントライン契約を締結しております。なお、当該契約に基づく当連結会計年度

末の借入残高はございません。

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成23年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 50,000,000株

②　発行済株式の総数 15,721,000株

③　株主数 5,400名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

コ ク ヨ 株 式 会 社 2,151千株 14.16％

日 本 発 条 株 式 会 社 2,151 14.16

鷹 野 　 準 1,738 11.44

堀 井 朝 運 1,487 9.79

鷹 野 　 力 416 2.74

C B N Y  D F A  I N T L  S M A L L
C A P  V A L U E  P O R T F O L I O

305 2.01

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 283 1.87

日本マスタートラスト信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

229 1.51

タ カ ノ 従 業 員 持 株 会 213 1.41

日本トラスティ・サービス信託
銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

210 1.39

（注）１．当社は、自己株式を524,660株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

２．持株比率は自己株式（524,660株）を控除して計算しております。　

３．日本発条株式会社の持ち株数には、同社が退職給付信託の信託財産として拠出してい

る当社株式1,000千株（持株比率6.36％）を含んでおります（株主名簿上の名義は「み

ずほ信託銀行株式会社退職給付信託日本発条口再信託受託者資産管理サービス信託銀

行株式会社」であります。）。

　

(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（平成23年３月31日現在）

該当事項はありません。
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②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。

　

(3) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成23年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 鷹 野 　 準
株式会社ニッコー代表取締役社長、タカノ機械株式
会社代表取締役社長、社会福祉法人しなのさわやか
福祉会理事長

常 務 取 締 役 鷹 野 　 力
エクステリア部門・経営改革推進室担当、上海鷹野
商貿有限公司董事長

常 務 取 締 役 小 田 切 　 　 　 章
エレクトロニクス部門（検査計測機器・産業機器）
担当、台湾鷹野股有限公司董事長、Takano Korea
Co.,Ltd.代表理事

常 務 取 締 役 大 原 明 夫 人事部・経理部・企画室・ネットワーク部担当

取 締 役 窪 田 守 男 家具部門担当

取 締 役 久 留 島 　 　 　 馨 新事業開発部長

取 締 役 臼 井 俊 行 ユニット部門・健康福祉部門担当

取 締 役 黒 田 章 裕 コクヨ株式会社代表取締役社長

取 締 役 天 木 武 彦
日本発条株式会社取締役相談役、日発販売株式会社
社外取締役、株式会社トープラ社外取締役

常 勤 監 査 役 戸 枝 茂 夫 　

監 査 役 長 谷 川 　 洋 　 二
弁護士法人長谷川洋二法律事務所代表、株式会社キ
ョウデン社外監査役　

監 査 役 小 林 治 雄 　

（注）１．取締役黒田章裕、天木武彦の両氏は、社外取締役であります。
２．監査役長谷川洋二、小林治雄の両氏は、社外監査役であります。
３．常勤監査役戸枝茂夫氏は、当社経理部における長年（18年）の実務経験を通じ、財務

および会計に関する相当程度の知見を有しております。
４．当社は、監査役小林治雄氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。
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②　取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

9名
（2）

100百万円
（2）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
（2）

16
（5）

合 計 12 117

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成９年６月27日開催の第44期定時株主総会において月額20

百万円（年額240百万円）以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただい

ております。

３．監査役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第54期定時株主総会において月額2.1

百万円（年額25.2百万円）以内と決議いただいております。

４．上記の報酬等の総額には、以下のものが含まれております。

・平成23年６月29日開催の第58期定時株主総会において付議いたします役員賞与の支給

予定額

　 取締役 ９名 3.3百万円（うち社外取締役　２名　0.4百万円）

　 監査役 ３名 0.6百万円（うち社外監査役　２名　0.3百万円）

・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額

　 取締役 ９名 9.1百万円（うち社外取締役　２名　0.1百万円）

　 監査役 ３名 1.1百万円（うち社外監査役　２名　0.1百万円）

　

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該

他の法人等との関係

・取締役黒田章裕氏は、コクヨ株式会社の代表取締役社長を兼務してお

ります。なお、当社はコクヨ株式会社の子会社との間に製品販売、原

材料の一部仕入の取引関係があります。

・取締役天木武彦氏は、日本発条株式会社の取締役相談役を兼務してお

ります。なお、当社は日本発条株式会社との間に製品販売、原材料の

一部仕入の取引関係があります。

・監査役長谷川洋二氏は、弁護士法人長谷川洋二法律事務所の代表社員

を兼務しております。なお、当社は同法人と法律顧問契約を締結して

おります。　
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ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該

他の法人等との関係

・取締役天木武彦氏は、日発販売株式会社および株式会社トープラの社

外取締役であります。当社は日発販売株式会社および株式会社トープ

ラとの間に製品販売等の取引関係があります。

・監査役長谷川洋二氏は、株式会社キョウデンの社外監査役であります。

当社と株式会社キョウデンとの間には特別な関係はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会および監査役会への出席状況

 活 動 状 況

取締役 黒 田 章 裕

当事業年度に開催された取締役会６回のうち２回に出席いた

しました。主に企業経営管理の見地から意見を述べるなど、

取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・

提言を行っております。

取締役 天 木 武 彦

当事業年度に開催された取締役会６回のうち４回に出席いた

しました。主に企業経営管理の見地から意見を述べるなど、

取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・

提言を行っております。

監査役 長谷川　洋　二

当事業年度に開催された取締役会６回のうち５回に出席し、

監査役会12回のうち12回に出席いたしました。弁護士として

の専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定

の妥当性・適正性を確保するための発言ならびに内部統制シ

ステムの構築に関する助言・提言を行っております。

また、監査役会において、適宜、取締役の職務の執行に関わ

る管理体制等についての必要な発言を行っております。

監査役 小 林 治 雄

当事業年度に開催された取締役会６回のうち６回に出席し、

監査役会12回のうち12回に出席いたしました。主に企業経営

管理の見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の

妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。

また、監査役会において、適宜、取締役の職務の執行に関わ

る管理体制等についての必要な発言を行っております。 

ニ．責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役ならびに社外監査役は、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し

ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定

する額としております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称 有限責任監査法人トーマツ

　

②　報酬等の額

　 報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

26

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、

当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　

③　非監査業務の内容

当社は、基幹情報システムの再構築にあたり、有限責任監査法人トーマ

ツより助言・指導等のコンサルティングを受けております。

　

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会

の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目

的とすることといたします。

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。

　

⑤　責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制について、平成18

年４月17日開催の取締役会において基本方針の決定を行っております。その

決定内容の概要は以下のとおりであります。

①　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制

取締役が法令および定款に適合し、また、社会通念に則った倫理や企業

の社会的責任に順じた行動をとるための行動規範等の規程を定め、それを

周知徹底させる。

取締役に対し、コンプライアンスに関する研修・教育を行い、コンプラ

イアンス意識の醸成を図る。

　

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の重要な意思決定および報告など取締役の職務執行に関しては、

文書の作成、保存および管理に係る文書管理規程を策定する。

　

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク・コンプライアンスに関する委員会をおき、リスク管理を担当す

る取締役および部署を定める。また、リスク管理に関する基本的な方針等

を含むリスク管理の基本事項を定めた規程を制定する。

各事業部門におけるリスクの管理を行うべく、各事業部門長は定期的に

リスク管理状況に関して取締役会に報告を行う。

　

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

重要事項について、慎重かつ迅速な意思決定を図るための常勤取締役を

構成員とする経営会議を設置し、運用する。

組織の効率的かつ適正な運用を図る目的をもって、決裁基準、職務権限、

職務分掌および組織に関する規程を定め、運用する。
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⑤　使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制

使用人が法令および定款に適合し、また、社会通念に則った倫理や企業

の社会的責任に順じた行動をとるための行動規範等の規程を定め、それを

全使用人に周知徹底させる。

リスク・コンプライアンスに関する委員会をおき、コンプライアンスを

担当する取締役および部署を定め、コンプライアンスに関するプログラム

を実施する。

使用人に対し、コンプライアンスに関する研修・教育を行い、コンプラ

イアンス意識の醸成を図る。

　

⑥　会社ならびに親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正

を確保するための体制

子会社等のコンプライアンス・リスク管理体制、子会社等管理の担当部

署、子会社等の統治に関する事項等に関して定めた管理規程を定める。

　

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

監査役より要求がある場合、監査役を補助すべき必要な人員を配置する。

　

⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役を補助すべき人員を配置した場合において、当該使用人に関する

人事異動、人事評価、懲戒に関しては、事前に監査役会へ報告を行うもの

とする。
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⑨　取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役へ

の報告に関する体制

取締役および使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し、また

は発生する恐れがあるとき、法令、定款、社会通念に則った企業倫理に違

反する行為およびその恐れがあるとき、その他監査役会が報告すべきもの

として認めた事項が生じたときは、監査役に報告を行うものとする。

監査役は取締役会および経営会議に出席することができるものとする他、

いつにおいても取締役会および経営会議の議事録を閲覧することができ、

決議事項および報告事項の内容を確認することができるものとする。

代表取締役は監査役との定期的な意見交換の機会を持つものとする。

　

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

取締役および使用人の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環

境を整備するよう努める。

　

(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様に対する利益還元が経営上の重要政策であると考え、

より安定した経営基盤の確立と自己資本利益率の向上を図ると同時に、業績

の進捗状況、配当性向等を勘案しながら長期安定した利益の還元を行ってい

くことを方針としております。

内部留保資金につきましては、経営基盤の拡充、競争力の強化を図るため、

新製品開発投資、合理化推進のための投資および新規事業開発のための投資

など、有効に活用してまいる所存であります。

この方針のもと、当期における業績進捗を鑑み、平成23年５月20日開催の

取締役会決議により、当事業年度の期末配当金につきましては、前年度より

３円増配の１株につき８円とし、平成23年６月９日を効力発生日とさせてい

ただきました。

　

(7) 会社の支配に関する基本方針

特段の方針は定めておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成23年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　

23,321,541

10,307,165

7,504,254

52,250

467,440

3,463,089

690,284

581,756

255,722

△421

11,219,223

6,445,402

1,351,800

594,969

4,229,739

45,370

223,522

119,354

11,516

107,838

4,654,466

3,492,291

258,381

1,126,156

△222,362

（負　債　の　部） 　

流 動 負 債 7,672,664

支払手形及び買掛金 3,674,796

リ ー ス 債 務 13,926

未 払 法 人 税 等 152,107

前 受 金 1,801,803

賞 与 引 当 金 450,322

役 員 賞 与 引 当 金 5,000

受 注 損 失 引 当 金 378,818

そ の 他 1,195,891

固 定 負 債 728,353

長 期 借 入 金 135,000

リ ー ス 債 務 46,209

退 職 給 付 引 当 金 399,743

役員退職慰労引当金 147,400

負 債 合 計 8,401,018

（純 資 産 の 部） 　

株 主 資 本 26,229,783

資 本 金 2,015,900

資 本 剰 余 金 2,355,417

利 益 剰 余 金 22,130,854

自 己 株 式 △272,388

その他の包括利益累計額 △90,036

その他有価証券評価差額金 △61,632

為替換算調整勘定 △28,404

純 資 産 合 計 26,139,746

資 産 合 計 34,540,764 負 債 純 資 産 合 計 34,540,764
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連 結 損 益 計 算 書

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 17,203,591

売 上 原 価 　 14,005,762

売 上 総 利 益 　 3,197,829

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 2,485,761

営 業 利 益 　 712,068

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 及 び 配 当 金 57,258 　

助 成 金 収 入 26,163 　

そ の 他 28,128 111,550

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 4,563 　

固 定 資 産 除 売 却 損 12,134 　

為 替 差 損 19,688 　

コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 10,482 　

そ の 他 4,339 51,208

経 常 利 益 　 772,409

特 別 利 益 　 　

固 定 資 産 売 却 益 2,005 　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 8,076 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 10,563 20,644

特 別 損 失 　 　

固 定 資 産 除 売 却 損 23,455 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 26,047 49,503

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 743,551

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 155,700 　

法 人 税 等 調 整 額 △319,593 △163,892

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 　 907,444

当 期 純 利 益 　 907,444
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連結株主資本等変動計算書

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

（単位：千円）

　
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成22年３月31日　残高 2,015,900 2,355,417 21,299,391 △272,366 25,398,342

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 △75,981 　 △75,981

当 期 純 利 益 　 　 907,444 　 907,444

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △21 △21

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計 － － 831,462 △21 831,440

平成23年３月31日　残高 2,015,900 2,355,417 22,130,854 △272,388 26,229,783

　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計

　

その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利
益累計額合計

　

平成22年３月31日　残高 △14,937 △23,433 △38,370 25,359,972 　

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 △75,981 　

当 期 純 利 益 　 　 　 907,444 　

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △21 　

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△46,694 △4,970 △51,665 △51,665 　

連結会計年度中の変動額合計 △46,694 △4,970 △51,665 779,774 　

平成23年３月31日　残高 △61,632 △28,404 △90,036 26,139,746 　
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称

・連結子会社の数 ５社

・連結子会社の名称 株式会社ニッコー

　 タカノ機械株式会社

　 台湾鷹野股有限公司

　 Takano Korea Co.,Ltd.

　 上海鷹野商貿有限公司

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない関連会社の名称等

・主要な会社等の名称 オプトウエア株式会社

　 株式会社ヨウホク

　 株式会社宮田ニューホールド

・持分法を適用しない理由 各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対

象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、台湾鷹野股有限公司、Takano Korea Co.,Ltd.及び上海鷹野商貿有限

公司の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券　 償却原価法（定額法）　

その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法
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ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

・商品及び製品、仕掛品、原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、な

お、検査計測装置に係る製品、仕掛品については

個別法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産(リース資産を除く) 定率法

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物及び構築物　　　　７年～50年

　 機械装置及び運搬具　　４年～13年

　 その他　　　　　　　　２年～10年

ロ．無形固定資産(リース資産を除く) 定額法

　 なお、主な償却期間は以下のとおりであります。

　 ソフトウェア（自社利用）

　 社内における見込利用可能期間（５年）

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準 　

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 当社及び連結子会社の一部は、従業員の賞与の支

給に充てるため、支給見込額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金 当社及び国内連結子会社は役員賞与の支出に備え

るため、当連結会計年度における支給見込額に基

づき計上しております。
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ニ．受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結

会計年度末時点で将来の損失が確実に見込まれ、

かつ、その金額を合理的に見積もることが可能な

ものについて、将来の損失見込額を計上しており

ます。

ホ．退職給付引当金 当社及び連結子会社の一部は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

　 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法

により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。

へ．役員退職慰労引当金 当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金の

支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更

　（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。

　

　（収益の計上基準の変更）

　　当社グループは、これまで当社グループが製造する検査計測装置の収益の計上基準を国

内売上高については客先搬入基準、海外輸出売上高については船積基準としておりました

が、当連結会計年度より、検収基準に変更しております。

　　この変更は、検査計測装置の大型化、高度化等が進み、搬入から検収までの期間が長期

化する傾向にあることから、収益の計上基準をより客観性、確実性のある基準とするため

に行うものであります。

　　この変更に伴い、従来と同一の基準によった場合と比較し、当連結会計年度の売上高が

2,666,877千円、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ632,607千円

減少しております。

　

３．表示方法の変更　

　（連結貸借対照表）

　　前連結会計年度においては流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「前受金」

は、金額的重要性が増加したため、当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前

連結会計年度末の「前受金」は23,162千円であります。

　（連結損益計算書）

　　当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成

20年12月26日）に基づき、「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令」（平

成21年法務省令第７号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示して

おります。

　

４．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 10,902,548千円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 15,721,000株 －株 －株 15,721,000株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成22年５月21日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 75,981千円

・１株当たり配当金額 ５円

・基準日 平成22年３月31日

・効力発生日 平成22年６月９日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成23年５月20日開催予定の取締役会において、普通株式の配当に関する事項を次のと

おり付議する予定です。

・配当金の総額 121,570千円

・配当金の原資 利益剰余金

・１株当たり配当金額 ８円

・基準日 平成23年３月31日

・効力発生日 平成23年６月９日

（注）予定どおり平成23年５月20日開催の取締役会において、上記のとおり決議されま

した。

　

６．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　　①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、当社グループが行う事業の投資計画を含む事業計画に照らして必要な

資金を主に自己資金でまかなうとともに、必要に応じて銀行借入により調達しておりま

す。余剰の生じた資金については、資産の効率性と安全性を鑑み、比較的安全性の高い

金融資産で運用しております。また、一部の余剰資金においては金利スワップ及び金利

オプションが組み込まれた複合金融商品にて運用しておりますが、組込デリバティブの

リスクが現物の金融資産に及ぶ可能性がある金融商品を購入しない等、リスクが高く、

投機的な取引は行わない方針であります。

また、短期的な運転資金は必要に応じて銀行借入にて調達しております。　
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　　②　金融商品の内容及びリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。また、

海外での事業や海外取引先との取引にて生ずる外貨建の営業債権は、為替の変動リスク

にさらされております。

有価証券及び投資有価証券は、主に株式、債券及び投資信託であり、このうち株式は主

として業務上の関係を有する企業の株式であります。

これらは、市場価格及び金利の変動リスクにさらされております。

営業債務である支払手形及び買掛金、未払法人税等は、そのほとんどが短期間で決済さ

れるものであり、一部外貨建のものについては、為替の変動リスクにさらされておりま

す。

また、借入金及びファイナンス･リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る

資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後６年であります。これらの

債務については資金調達に係る流動性リスクにさらされております。

　　③　金融商品に係るリスク管理体制

　　　イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理　

　当社は、販売管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業部門が主

要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理する

とともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連

結子会社についても、当社の販売管理規程に準じた管理を行っております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付けを有する金融機関に限定してい

るため信用リスクはほとんどないと認識しております。

　　　ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建の営業債権債務について通貨別に定期的な管理を行っておりますが、

その金額的重要性が乏しいことより、特段のヘッジは行っておりません。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務

状況等を把握し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直

しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度等を定めた社内管

理規程に従って経理部が決裁権限者の承認を得て行っております。連結子会社において

はデリバティブ取引は行っておりません。

　　　ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署である経理部が適時に資金繰計画を作

成・更新するとともに、手元流動性の一定水準の維持などにより、流動性リスクを管理

しております。連結子会社においても当社に準じた管理を行っております。
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　　④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがありま

す。

　(2) 金融商品の時価等に関する事項　

　平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれて

おりません。（（注）2.をご参照下さい。）　

　（単位：千円）

　 連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

①　現金及び預金　 10,307,165 10,307,165 －

②　受取手形及び売掛金 7,504,254 7,504,254 －

③　有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　イ．満期保有目的の債券 250,000 221,525 △28,475

　ロ．その他有価証券 3,238,060 3,238,060 －

資産計 21,299,479 21,271,004 △28,475

①　支払手形及び買掛金 3,674,796 3,674,796 －

②　未払法人税等 152,107 152,107 －

③　長期借入金（※1） 275,000 275,354 354

④　リース債務（※2）　 16,023 16,113 89

負債計 4,117,927 4,118,370 443

　※1.１年内返済予定長期借入金140,000千円を含めております。

　※2.利息相当額を控除しない方法によっているリース債務44,112千円は含まれておりません。

　　（注）1.金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　　　　資　産　

　　　　　①　現金及び預金、②　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

　　　　　③　有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格

又は取引金融機関等から提示された価格によっております。また、投資信託につい

ては、公表されている基準価格によっております。　
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また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。

イ.満期保有目的の債券における種類ごとの連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、

次のとおりであります。　

なお、当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。

（単位：千円）

　 種類 連結貸借対照表計上額 時価 差　額

時価が連結貸借
対照表計上額を
超えないもの　

その他　 250,000 221,525 △28,475

小計 250,000 221,525 △28,475

合　　計　 250,000 221,525 △28,475

　
ロ.その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は377,059千円であり、売却益の合計額は8,076

千円であります。　

また、その他有価証券において、種類ごとの取得原価、連結貸借対照表計上額及びこれらの

差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

　 種類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差　額

連結貸借
対照表計
上額が取
得原価を
超えるも
の　

(1) 株式 173,807 83,029 90,778

(2) 債券 636,531 626,596 9,935

(3) その他　 383,384 382,954 430

小計 1,193,723 1,092,579 101,144

連結貸借
対照表計
上額が取
得原価を
超えない
もの　

(1) 株式 577,742 759,627 △181,885

(2) 債券 1,327,424 1,347,989 △20,564

(3) その他　 139,169 154,037 △14,868

小計 2,044,336 2,261,653 △217,317

合　　計　 3,238,060 3,354,233 △116,173

　　　　負　債

　　　　　①　支払手形及び買掛金、②　未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

　　　　　③　長期借入金、④　リース債務

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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　　（注）2.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 56,481　

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難であると認

められるものであるため、「資産③ロ．その他有価証券」には含めておりません。

なお、非上場株式には関連会社株式11,900千円が含まれております。

また、当連結会計年度において、非上場株式について、26,047千円（うち、関連会

社株式2,999千円）の減損処理を行っております。　

　

　　（注）3.金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

　 １年内
１年超
５年内

５年超
10年内

10年超

現金及び預金 10,307,165 － － －

受取手形及び売掛金 7,504,254 － － －

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

　満期保有目的の債券 － － － 250,000

　その他有価証券のうち満期があるもの － 105,000 1,420,000 450,000

合　計 17,811,419 105,000 1,420,000 700,000

　　

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,720円13銭

(2) １株当たり当期純利益 59円71銭

　

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成23年５月16日　

　タカノ株式会社 　

　 取　締　役　会　御中 　

　 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 　

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士 福 井 利 幸 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士 小　松　　　聡 

　

　 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、タカノ株式会社の平
成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者
にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表
明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、
試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び
に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表
明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、タカノ株式会社及び連結子会社から
成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべて
の重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

追記情報　
連結注記表の「２．会計方針の変更」に記載のとおり、会社はこれまで検

査計測装置の収益の計上基準を国内売上高については客先搬入基準、海外輸
出売上高については船積基準としていたが、当連結会計年度より、検収基準
に変更した。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上
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貸　借　対　照　表
（平成23年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 性 預 金

従業員に対する長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　　
21,876,119

9,315,247

301,399

6,903,902

52,250

430,081

3,385,393

694,547

99,687

546,978

146,920

△287

11,449,530

6,251,167

1,180,338

77,883

574,401

6,623

169,853

4,148,123

42,011

51,932

103,765

9,814

39,893

54,056

5,094,597

3,477,750

462,782

22,722

850,000

14,037

215,112

242,489

31,801

△222,098

（負　債　の　部） 　
流 動 負 債 7,419,912

支 払 手 形 1,829,418

買 掛 金 1,687,455

１年内返済予定長期借入金 140,000

リ ー ス 債 務 10,309

未 払 金 540,674

未 払 費 用 314,674

未 払 法 人 税 等 108,778

未 払 消 費 税 等 101,017

前 受 金 1,787,130

預 り 金 82,571

賞 与 引 当 金 422,234

役 員 賞 与 引 当 金 4,000

受 注 損 失 引 当 金 378,818

設 備 支 払 手 形 12,816

そ の 他 13

固 定 負 債 688,687

長 期 借 入 金 135,000

リ ー ス 債 務 33,802

退 職 給 付 引 当 金 381,685
役員退職慰労引当金 138,200

負 債 合 計 8,108,600

（純 資 産 の 部） 　
株 主 資 本 25,278,342

資 本 金 2,015,900

資 本 剰 余 金 2,355,417

資 本 準 備 金 2,157,140

その他資本剰余金 198,277

利 益 剰 余 金 21,179,413

利 益 準 備 金 503,975

その他利益剰余金 20,675,438

退 職 手 当 積 立 金 156,600

別 途 積 立 金 19,500,000

繰 越 利 益 剰 余 金 1,018,838

自 己 株 式 △272,388

評価・換算差額等 △61,292
その他有価証券
評 価 差 額 金

△61,292

純 資 産 合 計 25,217,049
資 産 合 計 33,325,650 負 債 純 資 産 合 計 33,325,650
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損　益　計　算　書

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 16,102,199

売 上 原 価 　 13,206,021

売 上 総 利 益 　 2,896,177

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 2,269,350

営 業 利 益 　 626,826

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 及 び 配 当 金 36,498 　

有 価 証 券 利 息 23,357 　

助 成 金 収 入 24,038 　

そ の 他 28,076 111,972

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 4,108 　

固 定 資 産 除 売 却 損 11,863 　

為 替 差 損 18,472 　

コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 10,482 　

そ の 他 4,256 49,183

経 常 利 益 　 689,615

特 別 利 益 　 　

固 定 資 産 売 却 益 2,003 　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 8,076 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 6,753 16,833

特 別 損 失 　 　

固 定 資 産 除 売 却 損 23,425 　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 23,004 　

関 係 会 社 株 式 評 価 損 23,620 70,050

税 引 前 当 期 純 利 益 　 636,398

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 104,369 　

法 人 税 等 調 整 額 △299,293 △194,924

当 期 純 利 益 　 831,323



2011/05/24 22:08:09 ／ 10727157_タカノ株式会社_招集通知

株主資本等変動計算書

－ 35 －

株主資本等変動計算書

(平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで)

（単位：千円）

　

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自　己
株　式

株主資本
合　　計

資本準備金
その他
資 本
剰余金

資本剰余金
合　　　計

利　益
準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合　　　計

退　職
手　当
積立金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平成22年３月31日　残高 2,015,900 2,157,140 198,277 2,355,417 503,975 156,600 20,000,000 △236,502 20,424,072 △272,366 24,523,023

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 　 △75,981 △75,981 　 △75,981

当期純利益 　 　 　 　 　 　 　 831,323 831,323 　 831,323

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　   　 △21 △21

別途積立金の取崩 　 　 　 　 　 　 △500,000 500,000 － 　 －

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 － － － － － － △500,000 1,255,341 755,341 △21 755,319

平成23年３月31日　残高 2,015,900 2,157,140 198,277 2,355,417 503,975 156,600 19,500,000 1,018,838 21,179,413 △272,388 25,278,342

　

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計

　

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

　

平成22年３月31日　残高 △14,571 △14,571 24,508,451 　

事業年度中の変動額 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △75,981 　

当期純利益 　 　 831,323 　

自己株式の取得 　 　 △21 　

別途積立金の取崩 　 　 － 　

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△46,720 △46,720 △46,720

　

事業年度中の変動額合計 △46,720 △46,720 708,598 　

平成23年３月31日　残高 △61,292 △61,292 25,217,049 　
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

②　子会社株式及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法

③　その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

①　商品及び製品、仕掛品、原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、なお、

検査計測装置に係る製品、仕掛品については個別法

による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）

②　貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物　　　　　　　　15年・31年～50年

　 構築物　　　　　　　７年～50年

　 機械及び装置　　　　７年～13年

　 車両運搬具　　　　　４年～６年

　 工具器具及び備品　　２年～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

　 なお、主な償却期間は以下のとおりであります。

　 ソフトウェア（自社利用）

　 社内における見込利用可能期間（５年）

③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。
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(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計

上しております。

③　役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における

支給見込額に基づき計上しております。

④　受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年

度末時点で将来の損失が確実に見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積もることが可能なものについ

て、将来の損失見込額を計上しております。

⑤　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

　 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によ

り費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理しております。

⑥　役員退職慰労引当金

　　

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

(5)消費税等の会計処理

   税抜方式によっております。　

　

　

２．会計方針の変更

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平

成20年３月31日）を適用しております。

　これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。
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（収益の計上基準の変更）

　当社は、これまで当社が製造する検査計測装置の収益の計上基準を国内売上高については客

先搬入基準、海外輸出売上高については船積基準としておりましたが、当事業年度より、検収

基準に変更しております。

　この変更は、検査計測装置の大型化、高度化等が進み、搬入から検収までの期間が長期化す

る傾向にあることから、収益の計上基準をより客観性、確実性のある基準とするために行うも

のであります。

　この変更に伴い、従来と同一の基準によった場合と比較し、当事業年度の売上高が2,666,877

千円、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ632,607千円減少しております。

　

３．表示方法の変更

　前事業年度においては流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「前受金」は、金

額的重要性が増加したため、当事業年度より区分掲記しております。なお、前事業年度末の「前

受金」は11,123千円であります。　

　

４．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 10,700,718千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 37,784千円

②　短期金銭債務 340,156千円

　

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　売上高 51,091千円

②　仕入高等 1,466,364千円

③　営業取引以外の取引高 5,860千円

　

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 524,620株 40株 －株 524,660株
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７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産（流動） 　

　 賞与引当金 167,910千円

　 未払事業税　 14,215千円

　 貸倒引当金 113千円

　 受注損失引当金 150,644千円

　 未払社会保険料 25,858千円

　 棚卸資産評価損 140,437千円

　 未払金 24,403千円

　 未払費用 94,328千円

　 販売手数料 29,360千円

　 その他 14,357千円

　 小計 661,630千円

　 評価性引当額 △114,652千円

　 繰延税金資産（流動）合計 546,978千円

　 　 　

　 繰延税金資産（固定） 　

　 退職給付引当金 151,784千円

　 役員退職慰労引当金 54,957千円

　 貸倒引当金 87,694千円

　 関係会社株式評価損 45,278千円

　 みなし配当金 30,859千円

　 減価償却費 33,837千円

　 減損損失 163,423千円

　 投資有価証券評価損 53,570千円

　 その他有価証券評価差額金 54,304千円

　 その他 16,169千円

　 小計 691,879千円

　 評価性引当額 △449,389千円

　 繰延税金資産（固定）合計 242,489千円
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８．リースにより使用する固定資産に関する注記

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっており、その主な内容は、住生活関連機器事業における工

場生産設備、車両、通信設備等（「機械及び装置」、「車両運搬具」、「工具器具及び備品」）

であります。

　

９．関連当事者との取引に関する注記

　親会社及び法人主要株主等

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金
(千　円)

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千　円)

科 目
期末残高
(千　円)役員の

兼任等
事業上
の関係

法人主要
株 主 の
子 会 社

コクヨファ
ニチャー㈱

3,000,000
オフィス
家 具 の
製造販売

－ －
製品の
販 売

製 品 の
販 売

6,018,354 売 掛 金 2,790,122

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、市場価格に基づく交渉のうえ、決定しております。

　

10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,659円42銭

(2) １株当たり当期純利益 54円71銭

　

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成23年５月16日　

　タカノ株式会社 　

　 取　締　役　会　御中 　

　 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 　

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士 福 井 利 幸 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士 小　松　　　聡 

　

　 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、タカノ株式会
社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第58期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附
属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計
算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属
明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め
ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として
の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査
法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して
いる。
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
　

追記情報　
個別注記表の「２．会計方針の変更」に記載のとおり、会社はこれまで検

査計測装置の収益の計上基準を国内売上高については客先搬入基準、海外輸
出売上高については船積基準としていたが、当事業年度より、検収基準に変
更した。
　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

　 監　査　報　告　書 　

　 当監査役会は、平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第58期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、当期の監査方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査
の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その
他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める
体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて
いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構
築及び運用の状況について随時報告を受け、必要に応じて説明を求め、意
見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等
と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を
受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその
附属明細書について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係
る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた
しました。
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　２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

　

　 平成23年５月20日 　

　 タ カ ノ 株 式 会 社　監査役会 　

　

常 勤 監 査 役 戸 枝 茂 夫 

社 外 監 査 役 長谷川　洋　二 

社 外 監 査 役 小 林 治 雄 

　

　　 　

以　上
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株主総会参考書類
　

第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　今後の事業展開および事業内容の多様化に備えるため、定款第２条（目

的）につきまして、事業目的を追加するものであります。

　

２．変更の内容

　　変更の内容は次のとおりであります。　

（下線は変更部分を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

（目　的） （目　的）

第２条　当会社は、次の事業を営むことを目

的とする。

第２条　　　　（現行どおり）

１．各種スプリングの製造販売

２．家具の製造販売

３．機械器具の製造販売

４．電気器具の製造販売

５．門扉、フェンス等のエクステリア

製品の製造販売

６．センサー、画像装置等の電子応用

機器の製造販売

７．医療福祉機器の製造販売並びにレ

ンタル

８．介護保険法に基づく居宅サービス

及び介護予防サービス

　　　　　　（新設）

　

　　　　　　（新設）

　

９．園芸植物の栽培、加工及び販売

10．健康食品の製造販売

11．化粧品の製造販売

12．前各号に付帯する一切の事業　

１．　　（現行どおり）

２．　　（現行どおり）

３．　　（現行どおり）

４．　　（現行どおり）

５．　　（現行どおり）

　

６．　　（現行どおり）

　

７．　　（現行どおり）

　

８．　　（現行どおり）

　

９．介護保険法に基づく居宅介護支

援事業及び介護予防支援事業

10．介護保険法に基づく住宅改修事

業及び介護予防住宅改修事業　

11．　　（現行どおり）

12．　　（現行どおり）

13．　　（現行どおり）

14．　　（現行どおり）
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第２号議案　取締役９名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役全員（９名）の任期が満了となります。

つきましては、取締役９名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

１

たか

鷹
の

野 　
じゅん

準

(昭和24年１月７日生)

昭和49年３月　当社入社

昭和53年８月　当社取締役

昭和57年９月　当社常務取締役

昭和60年９月　当社専務取締役

平成10年６月　当社代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）

㈱ニッコー代表取締役社長

タカノ機械㈱代表取締役社長

社会福祉法人しなのさわやか福祉会理事長

1,738,700株

２

たか

鷹
の

野 　
つとむ

力

(昭和26年12月３日生)

昭和55年１月　当社入社

平成２年９月　当社取締役

平成６年６月　当社家具開発部長

平成８年６月　当社常務取締役（現任）

平成21年６月　エクステリア部門・経営改革

推進室担当（現任）

（重要な兼職の状況）

上海鷹野商貿有限公司董事長　

416,100株
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

３

こ

小
た

田
ぎり

切 　　　
あきら

章

(昭和22年９月10日生)

昭和48年４月　㈱三協精機製作所入社

昭和61年９月　当社入社

平成９年４月　当社メカトロ部長

平成９年６月　当社取締役

平成18年６月　当社常務取締役、エレクトロ

ニクス部門担当（現任）

（重要な兼職の状況）

台湾鷹野股有限公司董事長

Takano Korea Co.,Ltd.代表理事

13,300株

４

おお

大
はら

原
あき

明
お

夫

(昭和23年３月23日生)

昭和46年４月　㈱日本興業銀行入行

平成13年８月　当社入社、当社企画室長

平成15年７月　当社経理部長

平成17年６月　当社取締役

平成19年６月　当社常務取締役、人事部・経

理部・ネットワーク部担当

（現任）

平成22年７月　当社企画室担当（現任）

3,900株

５

くぼ

窪
た

田
もり

守
お

男

(昭和23年11月13日生)

昭和48年４月　当社入社

平成８年７月　当社人事部主管

平成10年６月　当社家具統括部長

平成11年７月　当社家具部門管理部長

平成14年６月　当社取締役（現任）

平成21年６月　当社家具部門担当（現任）

16,700株

６

く

久
る

留
しま

島 　　　
かおる

馨

(昭和31年３月12日生)

平成２年９月　当社入社、営業開発部主査

平成６年６月　当社営業開発部画像計測グル

ープ営業課長

平成８年１月　当社営業開発本部（現エレク

トロニクス部門）画像営業部

長

平成18年６月　当社取締役（現任）

平成22年７月　当社新事業開発部長（現任）

5,700株
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

７

うす

臼
い

井
とし

俊
ゆき

行

(昭和29年２月28日生)

昭和51年４月　㈱八十二銀行入行

平成18年６月　同行執行役員

平成19年６月　当社取締役（現任）

平成20年６月　当社ユニット部門・健康福祉

部門担当（現任）

2,200株

８

くろ

黒
だ

田
あき

章
ひろ

裕

(昭和24年９月28日生)

昭和47年４月　コクヨ㈱入社

昭和52年12月　同社取締役

昭和55年８月　当社取締役（現任）

昭和56年12月　コクヨ㈱常務取締役

昭和60年12月　同社専務取締役

昭和62年12月　同社取締役副社長

平成元年８月　同社代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）

コクヨ㈱代表取締役社長

－株

９

やま

山
ぐち

口 　
つとむ

努

(昭和22年２月28日生)

昭和44年４月　日本発条㈱入社

平成11年６月　同社取締役

平成16年６月　同社常務取締役

平成17年６月　同社常務執行役員　

平成19年６月　同社取締役専務執行役員

平成22年６月　同社代表取締役副社長(現任)

（重要な兼職の状況）

日本発条㈱代表取締役副社長

日発販売㈱社外監査役　

－株

（注）１．取締役候補者鷹野　準氏は、当社の100％出資の子会社株式会社ニッコーおよびタカノ

機械株式会社の代表取締役社長を兼務しており、当社は両社との間に材料、製品仕入

の取引関係があります。

２．取締役候補者鷹野　準氏は、社会福祉法人しなのさわやか福祉会の理事長を兼務して

おり、当社は同法人との間に商品販売の取引関係があります。

３．取締役候補者鷹野　力氏は、当社の100％出資の子会社上海鷹野商貿有限公司の代表者

を兼務しており、当社は同社との間に材料仕入、販売業務の委託の取引関係がありま

す。　

４．取締役候補者小田切章氏は、当社の100％出資の子会社台湾鷹野股有限公司および

Takano Korea Co.,Ltd.の代表者を兼務しており、当社は両社との間に材料仕入、販売
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業務の委託の取引関係があります。

５．取締役候補者山口　努氏は、日本発条株式会社の代表取締役副社長を兼務しており、

当社は同社との間に製品販売、原材料の一部仕入の取引関係があります。

６．その他の取締役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

７．黒田章裕、山口　努の両氏は、社外取締役候補者であります。

８．黒田章裕氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が長年にわたり企業経営を行って

きた経験を活かした取締役会における適切なアドバイスを期待してのものであります。

なお、同氏は現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は

本株主総会終結の時をもって31年余となります。

９．山口　努氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が長年にわたり企業経営を行って

きた経験を活かした取締役会における適切なアドバイスを期待してのものであります。

10．黒田章裕氏と当社の間で会社法第427条第１項の規定による責任限定契約を締結してお

り、再任が承認された場合には、同契約を継続する予定であります。また、山口　努

氏の選任が承認された場合には、同様の責任限定契約を締結する予定であります。そ

の契約の内容の概要は次のとおりであります。

・社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法

第425条第１項に規定する最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外役員が責任の原因となった職務の遂行

について善意かつ重大な過失がないときに限るものとする。
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第３号議案　監査役３名選任の件

本総会終結の時をもって、監査役全員（３名）の任期が満了となります。

つきましては、監査役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。　

監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

１

と

戸
えだ

枝
しげ

茂
お

夫

(昭和22年５月７日生)

昭和45年３月　当社入社

平成５年５月　㈱ニッコー監査役（現任）

平成９年４月　タカノ機械㈱監査役（現任）

平成９年８月　当社経理部長

平成15年６月　当社常勤監査役（現任）

10,900株

２

は

長
せ

谷
がわ

川 　
よう

洋
じ

二

(昭和27年12月９日生)

昭和54年３月　司法研修所卒業

昭和54年４月　弁護士登録

平成15年６月　当社監査役（現任）

（重要な兼職の状況）

弁護士法人長谷川洋二法律事務所代表

㈱キョウデン社外監査役　

－株

３

お

小
ざわ

澤
てる

輝
ひこ

彦

(昭和22年５月12日生)

昭和45年４月　㈱八十二銀行入行

平成13年６月　同社常勤監査役

平成18年６月　アルプス証券㈱（現八十二証

券㈱）代表取締役社長（現

任）

（重要な兼職の状況）

八十二証券㈱代表取締役社長

－株

（注）１．長谷川洋二氏は、弁護士法人長谷川洋二法律事務所の代表を務めており、同法人は当

社と法律顧問契約をしております。

２．小澤輝彦氏は、八十二証券株式会社の代表取締役社長を務めており、同社は当社との

間で有価証券取次ぎに係る取引関係があります。

３．その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。　

４．長谷川洋二、小澤輝彦の両氏は、社外監査役候補者であります。

５．小澤輝彦氏は、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生ずるおそ

れのない独立役員の要件を満たしており、同氏の選任がご承認された場合には、独立

役員として同取引所に届出る予定であります。
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６．長谷川洋二氏は、弁護士の資格を持ち、内部統制の整備および様々な経営判断にあた

って、高度な法律面からのアドバイスを期待し、社外監査役として選任をお願いする

ものであります。

　　なお、同氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、弁護士として会社法務

に精通しており、会社経営に関する十分な見識を有しておられることから、社外監査

役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

　　また、同氏は現在、当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任期間は、

本株主総会終結の時をもって８年となります。

７．小澤輝彦氏は、金融機関における深い実務経験に基づく、金融リスク・信用リスク等

に関するアドバイスを期待し、社外監査役として選任をお願いするものであります。

８．長谷川洋二氏と当社の間で会社法第427条第１項の規定による責任限定契約を締結して

おり、再任が承認された場合には、同契約を継続する予定であります。また、小澤輝

彦氏の選任が承認された場合には、同様の責任限定契約を締結する予定であります。

その契約の内容の概要は次のとおりであります。

・社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法

第425条第１項に規定する最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外役員が責任の原因となった職務の遂行

について善意かつ重大な過失がないときに限るものとする。

　

第４号議案　役員賞与支給の件

当期の功労に報いるため、当期の利益、従来に支給した役員賞与金の額、そ

の他諸般の事情を勘案し、当期末時点の取締役９名に対し、総額335万円（う

ち社外取締役２名分45万円）、当期末時点の監査役３名に対し、総額65万円

の役員賞与を支給したいと存じます。

なお、各取締役および各監査役に対する金額は、取締役については取締役会、

監査役については監査役の協議にご一任いただきたいと存じます。
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第５号議案　退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって退任されます取締役天木武彦氏および監査役小林治

雄氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社の内規で定める一定の基準に

従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。

なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法などは、取締役については取締

役会に、監査役については監査役の協議によることにご一任願いたいと存じ

ます。

退任取締役および退任監査役の略歴は、次のとおりであります。　　

氏 名 略 歴

あま

天
き

木
たけ

武
ひこ

彦
平成18年６月　当社取締役（社外取締役）就任（現在

に至る）

こ

小
ばやし

林
はる

治
お

雄
平成19年６月　当社監査役（社外監査役）就任（現在

に至る）

　

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場 (長野県伊那市西春近下河原5331番地 )　 タカノ株式会社伊那工場第３会議室
　　ＴＥＬ：（0265）72－3147（代表）　

タカノ株式会社
本社

JR
宮田駅

JR
沢渡駅

JR
伊那市駅

（会場）
タカノ株式会社
伊那工場第３会議室

中央道
伊那インター

至東京至名古屋

至駒ヶ根 至岡谷JR 飯田線

国道153号線

中央道
駒ヶ根インター

タカノ株式会社
伊那工場第３会議室

駅前

JR 沢渡駅

沢渡

至岡谷駅

至
伊
那
市
街

153
至
駒
ヶ
根

至
駒ヶ根駅

柳
沢
入
口

天竜川

長野
いすゞ

カーネット
プラザ

天竜川

〒

モーターサイクル
ショップ

ＪＲ飯田線

沢渡駅より………徒歩で７分

中央道伊那インターチェンジより

………車で20分




